
「大規模太陽光発電事業（メガソーラー）に関する対策パッケージ」（令和７年12月23日関係閣僚
会議決定）を踏まえ、検討会での有識者による意見等に基づき、大規模太陽光発電に係る林地開発の
許可基準等を見直し（令和７年度）。技術的助言として都道府県宛てに通知。

大規模太陽光発電に係る林地開発許可制度の許可基準等の見直し
（令和７年度）

 大規模太陽光発電設備の設置に係る残置森林率等の引き上げ

 市町村長による開発行為における利害関係者への意見聴取
森林法第10条の２第６項に基づき都道府県知事が関係市町村長の意見を聴くに当たっては、市町村長は必要に

応じて開発行為によって影響を受ける者の意見を聴取する。

 許可後の長期間未着手又は開発行為未完了案件への対応
許可処分を受けた開発行為が長期間未着手などの場合においては、適正な開発が困難になるおそれがあるため、

事業者に廃止届といった必要な手続を取らせるなど、許可権者により適切に対応する。

従来の許可基準に加え、開発行為に係る森林面積が40ha以上の場合、
・ 残置森林率はおおむね60％以上（すべて残置森林）とする。
・ 開発行為に係る１箇所当たりの面積はおおむね20ha以下とし、事業区域内にこれを複数造成する場合は、

事業区域内に概ね均等にパネル区域を分散して配置する。

・ 残置及び造成による森林率はおおむね25％（残置森林率はおおむね
15％）以上

・ 事業区域内の開発行為に係る森林面積が20ha以上の場合は原則として
周辺部に幅おおむね30ｍ以上の残置森林又は造成森林を配置

・ 開発行為に係る１箇所当たりの面積はおおむね20ha以下とし、事業区域
内にこれを複数造成する場合は、その間に幅おおむね30ｍ以上の残置森
林又は造成森林を配置

改正前の主な内容
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